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研究要旨：当院では 2013 年度から HBs 抗原または HCV 抗体陽性者に関して電子カルテ
上で専門診療科への紹介を促すシステムを構築し，肝炎ウイルス関連の院内紹介率の向
上に成功した．今回は本システムの効果が中規模の病院でも再現可能か検証するため，
関連施設(263 床)に同様のシステムを導入し，専門診療科への院内紹介が増加したか調
査した．同院の 2014 年度の HBs 抗原陽性率は 39/2,891 (1.3％)，HCV 抗体陽性率は
147/2,790 (5.3％)であり，HBs 抗原陽性者 39 例中 23 例，HCV 抗体陽性者 147 例中 81
例は非専門診療科の患者であった．電子カルテに受診勧奨メッセージを入力したとこ
ろ、HBs 抗原陽性 23 例中 11 例(48％)，HCV 抗体陽性 81 例中 41 例(51％)が専門医に紹
介され，その割合は前年より有意に上昇した(P＜0.05)．以上より電子カルテを用いた
受診勧奨システムは非専門診療科に潜在する肝炎ウイルス感染者の拾い上げに有効で
あった．今回，本システムが中規模の市中病院にも十分応用可能であることが示された． 

A. 研究目的 
 当院では2013年4月からHBs抗原またはHCV 
抗体陽性者に関して電子カルテ上で専門診
療科である肝胆膵内科への紹介を促す新た
なシステムを構築した．当院における2012
年度(新システム開始前)のHBs抗原検査数は
13,004件，HCV抗体検査数は12,374件であっ
た．陽性者はそれぞれ450例，711例で，とも
に肝胆膵内科が最多であったが，整形外科，
眼科，耳鼻科など外科系診療科がこれに次い
だ．新システム開始後，肝炎ウイルス関連の
院内紹介数は，18.8±5.7例/月から28.7±
4.6例/月へと増加し，耳鼻科，眼科，整形外
科など陽性者が多い診療科から確実に紹介
されていた． 
 以上の成果が中規模の病院でも再現可能
か検証するため，また中規模の病院にも拡散
するため，関連施設における肝炎ウイルス検
査の実施状況を調査するとともに，同様のシ
ステムを導入し専門診療科への院内紹介が
増加したかどうか，および紹介後患者の内訳，
その後の経過について調査した． 

 
B. 研究方法 
1. 肝炎ウイルス検査の実施状況調査 

関連の J 病院(263 床)で，2013～2014
年度に HBs 抗原を実施された症例(2,971
～3,154例)またはHCV抗体検査を実施さ
れた症例(2,876～3,042 例)を対象とし，
その結果と陽性者の分布，その後の院内
紹介の有無を調査した． 

2. 電子カルテを用いた受診勧奨システム
の導入 

2014年度からJ病院においても当院と
同様の受診勧奨システムを導入した．た
だし同院の電子カルテシステムではメッ
セージ表示の自動化は困難なため，中央
検査部に依頼して，HBs 抗原陽性または
HCV 抗体陽性情報を肝臓専門医に通知し
て貰うこととした．肝臓専門医は週に 1
回，陽性者の電子カルテを確認し，専門
医の受診が必要と思われる症例には，院
内紹介を促すメッセージの入力を行った． 
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C. 研究結果 
1) J病院における2013年度のHBs抗原陽性

率は 43/2,757 (1.6％)，HCV 抗体陽性率
は 156/2,674 (5.8％)であった．HBs 抗原
陽性者 43例中 37 例，HCV 抗体陽性者 156
例中 122 例は非専門診療科の患者であっ
た(図 1a)． 
 2014年度のHBs抗原陽性率は39/2,891 
(1.3％)，HCV 抗体陽性率は 147/2,790 
(5.3％)であり，2013 年度と 2014 年度の
HBs 抗原陽性率(P=0.58)，HCV 抗体陽性率
(P=0.39)には有意な差を認めなかった．
HBs 抗原陽性者 39 例中 23 例，HCV 抗体陽
性者147例中81例は非専門診療科の患者
であり，これらの患者の電子カルテに受
診勧奨メッセージを入力した(図 1b)． 
 

2) システム開始前(2013 年度)，非専門診療
科で HBs 抗原陽性と判明した 37 例中，肝

臓専門医に紹介されたのは 5例(14％)，
HCV 抗体陽性と判明した 122 例中，肝臓
専門医に紹介されたのは 9 例(7.4％)で
あった(図 2a)． 

システム開始後(2014 年度)，非専門診
療科で HBs 抗原陽性と判明した 23 例中，
肝臓専門医に紹介されたのは 11 例
(48％)，HCV抗体陽性と判明した81例中，
肝臓専門医に紹介されたのは 41 例
(51％)であり，前年より有意に上昇した
(P＜0.05)(図 2b)． 

 

3) 受診勧奨を行なった患者は，整形外科，
呼吸器内科，消化器内科，泌尿器科，外
科に多かったが，紹介率は科によってま
ちまちであった(図 3)． 
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4) 2014 年度，肝臓専門医に紹介された HBs
抗原陽性者11例のうち2例は核酸アナロ
グ治療適応で治療を開始し，9 例は適応
外で定期的フォローを行なっている．HCV
抗体陽性者 41 例のうち 14 例は HCV RNA
陽性であり，4 例が IFN 治療または第一
世代 IFN フリー治療を受け，10 例は治療
待機中である(表 1)． 

 
D. 考察と結論 

先行する大学病院での検討と同様に，HBs
抗原または HCV 抗体などの検査は，専門診療
科以外では，外科系診療科で術前検査として
行われているものが多かった．肝炎ウイルス
感染者の専門科への紹介を促す試みを開始
して以降，専門科への院内紹介数は着実に増
加している．紹介された患者の中には精査の
結果，肝細胞癌が発見された症例もあった．
また紹介後，抗ウイルス治療を導入された症
例や，次世代治療を待機して経過観察されて
いる症例もあった．今後はメッセージが表示
されているにも関わらず、紹介しない医師の
背景や対策についての検討が必要である． 

 
E. 結論 

電子カルテを用いた受診勧奨システムは
非専門診療科に潜在する肝炎ウイルス感染
者の拾い上げに有効であった．今回，本シス
テムが中規模の市中病院にも十分応用可能
であることが示された． 
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